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めです。そのため、補正で追加しよう

とする事項が出願当初の明細書に記

載されているかどうかを確認する必

要があります。特に、新規事項追加は

拒絶理由および無効理由となるため、

新規事項を追加しないように注意が

必要です。

② シフト補正の禁止

特許請求の範囲について、拒絶理由

通知を受けた後に行う補正では、特別

な技術的特徴を変更する補正（いわゆ

るシフト補正）が禁止されます（17

条の２第４項）。そのため、拒絶理由

通知を受けた後の補正では、補正前の

技術的特徴を変更しないように留意す

る必要があります。

なお、特別な技術的特徴を変更した

い場合には、分割出願を活用して新た

に出願することが考えられます。シフ

ト補正は、拒絶理由となるため注意が

必要ですが、権利化後に無効理由とな

ることはありません。

③ 目的外補正の禁止

特許請求の範囲について、最後の拒

絶理由通知後の補正では、補正の目的

が制限されます（17条の２第５項）。

この場合には、（ａ）請求項の削除

（ｂ）限定的減縮　（ｃ）誤記の訂正
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１．はじめに

願書に添付した明細書、特許

請求の範囲および図面（以下、明細書

等）の補正には、時期と内容に制限が

課されています（17条の２）。明細書

等の補正をする際には、時期と内容の

両方に注意する必要があります。

２．補正の時期的制限

明細書等の補正は、原則的には、特

許査定の謄本の送達時まですることが

できます。しかしながら、拒絶理由通

知を受けた後はその応答期間内のみと

なります。

また、拒絶査定不服審判請求時の補

正は、審判請求と同時に行わなければ

なりません（17条の２第１項）。

３．補正の内容的制限

明細書等の補正には、以下の内容的

な制限が課されます。

① 新規事項追加の禁止

明細書等の補正をする際には、出願

当初の明細書等に記載した事項の範

囲内で補正をしなければなりません

（17条の２第３項）。これは、補正に

遡
そ

及
きゅう

効が認められ、出願当時から補

正後の内容であったとみなされるた

（ｄ）不明瞭記載の釈明――のいずれ

かを目的とした補正のみが認められ

ます。また、（ｂ）の場合には、補正後

の発明を独立して特許を受けられる

状態にしなければならないという要

件が課されます（17条の２第６項で

準用する126条７項）。

また、最後の拒絶理由通知後、補正

の制限に違反した場合には補正が却下

されます（53条）。補正が却下される

と補正がなかったことになるので、拒

絶査定をされる可能性が高いと考えら

れます。そのため、最後の拒絶理由通

知への対応には、より一層の注意が必

要です。

４．最後に

拒絶理由を解消するための方法とし

て、補正は有効な手段の一つです。し

かしながら、補正で安易に特許請求の

範囲を限定してしまうと、たとえ特許

になったとしても模倣品等の排除が難

しくなることもあります。そのため、

拒絶理由への対応を検討する際には、

上記のような手続き上の注意点に加え

て、補正後の権利範囲で模倣品等を排

除できるかどうかを十分にご検討くだ

さい。

拒絶理由通知が届いたので、特許請求の範囲を補正しようと考えています。補正する際の注
意点について教えてください。
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